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2015 年 11 月４日 

各 位 

会 社 名 日 本 郵 政 株 式 会 社

代 表 者 名 取締役兼代表執行役社長 西 室  泰 三

 （コード番号：6178 東証第一部）

問 合 せ 先 経 営 企 画 部 門 経 営 企 画 部

 （TEL.03-3504-9843）

東京証券取引所市場第一部への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

当社は、本日、2015 年 11 月４日に東京証券取引所市場第一部に上場いたしました。今後とも、なお一

層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

なお、2016 年３月期（2015 年４月１日～2016 年３月 31日）における当社の業績予想は以下のとおりで

あり、また、最近の決算情報等につきまして別添のとおりであります。 

【連結】 

決算期

項目 

2016 年３月期 

（予想） 

2016 年３月期 

第１四半期累計期間 

（実績） 

2015 年３月期 

（実績） 

対経常

収益比

率 

対前期

増減率

対経常収益 

比率 

対経常収益 

比率 

経 常 収 益

百万円

14,210,000

％

100.0

％

△0.3

百万円

3,446,514

％

100.0

百万円

14,258,842

％

100.0

経 常 利 益 860,000 6.1 △22.9 242,704 7.0 1,115,823 7.8

親会社株主に帰属する

当期（四半期）純利益
370,000 2.6 △23.3 142,639 4.1 482,682 3.4

１ 株 当 た り

当期（四半期）純利益
85円 20 銭 31 円 70 銭 107 円 26 銭 

１ 株 当 た り 配 当 金 23円 00 銭 － 11 円 13 銭 

（注）1.  一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

2. 定常的な郵便局舎等の設備修繕とは別に、これまでの投資不足による設備等の老朽化の改善のため、経済実態的に利用可能な耐用

年数を超過している設備等に対して、緊急に必要な工事を実施することとしております。これに伴い、各決算期において、特別損失

として、「老朽化対策工事に係る損失」を計上しております。 

 計上額は、それぞれ 2015 年３月期（実績）22,071 百万円、2016 年３月期第１四半期累計期間（実績）5,520 百万円、2016 年３月

期（予想）56,000 百万円です。 

3.  2016 年３月期（予想）における親会社株主に帰属する当期純利益は、当社の子会社である株式会社ゆうちょ銀行（以下「ゆうち

ょ銀行」）及び株式会社かんぽ生命保険（以下「かんぽ生命保険」）の株式保有割合を 89％として、みなし売却日（2015 年 12 月 31

日）以降の３か月間相当の非支配株主に帰属する当期純利益を控除して算出しております。 

4.  2015 年８月１日付で、株式１株につき 30株の割合で株式分割を行っております。上記では、2015 年３月期の期首に当該株式分割

が行われたと仮定して、１株当たり当期（四半期）純利益及び１株当たり配当金を算出しております。 

5.  当社は、2015 年９月 10 日開催の取締役会決議により、2015 年 11 月５日(木)から 2016 年３月 31 日(木)までの間に、金融２社（ゆ

うちょ銀行及びかんぽ生命保険）株式売出しによる金融２社の普通株式の売却手取金（日本国内における売出しに係る手取概算額及

び海外市場における売出しに係る手取概算額の合計額）に相当する金額を本件自己株式取得（以下に定義します。）の実行日の前営

業日における当社普通株式の終値で除した数の当社普通株式につき、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）の方

法により買付け（以下「本件自己株式取得」）の委託を行う方針を決議しています。 

 また、当社は、2015 年 10 月 19 日開催の取締役会決議により、会社法第 459 条第１項第１号の規定による定款の定めに基づき、

本件自己株式取得に係る取得対象株式の総数 2,250,000,000 株（上限）及び取得価格の総額 730,964,638,025 円（上限）等を決議し
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ております。 

 上表の 2016 年３月期第１四半期累計期間（実績）及び 2016 年３月期（予想）の「1株当たり当期（四半期）純利益」及び「1株

当たり配当金」において基準となる各株式数の計算にあたっては、本件自己株式取得において取得する自己株式数を考慮しておりま

す。当該取得する自己株式数は、上記の金融２社株式売出しによる金融２社の普通株式の売却手取金合計 730,964,638,025 円及び当

社株式の売出しに係る売出価格等を踏まえ、4.7 億株程度と仮定しておりますが、金融商品取引法に基づくインサイダー取引規制上

の未公表の重要事実が存在する場合や当社普通株式の市場価格が高騰する等の場合は、本件自己株式取得が実施できない場合があり、

また、本件自己株式取得の実行日の前営業日における当社普通株式の終値により、実際に取得する自己株式数は変動する可能性があ

ります。 

6.  2015 年３月期（実績）及び 2016 年３月期第１四半期累計期間（実績）の１株当たり当期（四半期）純利益は期中平均株式数によ

り算出しております。2016 年３月期（予想）の１株当たり当期純利益は、予定期中平均株式数により算出しております。 

7.  上場後の配当性向について、2018 年３月期末までの間は中間配当及び期末配当の合計額は年間の純利益の 50%以上を目安とする方

針ですが、2016 年３月期については、期末配当のみを行うこととし、上場後期末配当基準日までの期間が６か月未満であることを

考慮し、期末配当金額は 2016 年３月期の純利益の 25%以上を目安とする方針です。 
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【2016 年３月期業績予想の前提条件】

                                      （単位：百万円） 

  決算期 

項目 

2016 年３月期（予想） 2015 年３月期（実績） 

経常収益 セグメント利益 経常収益 セグメント利益 

郵便・国内物流事業 1,880,000 5,000 1,871,304 1,820

国際物流事業 661,000 28,000 - -

金融窓口事業 1,331,000 14,000 1,302,086 22,832

銀行業 1,920,000 460,000 2,078,298 569,609

生命保険業 9,550,000 350,000 10,169,241 492,625

その他 370,000 220,000 300,376 150,221

調整額 △ 1,520,000 △ 220,000 △1,462,465 △121,286

合計 14,210,000 860,000 14,258,842 1,115,823

 （注）1. 「セグメント利益」とは、各報告セグメントにおける経常利益です。 

2.  2016 年３月期第２四半期決算より、同第１四半期決算まで「郵便・物流事業」としていた報告セグメントについて、その範囲

を維持したまま名称のみを「郵便・国内物流事業」と改め、また、Toll Holdings Limited（以下「トール社」）に係る事業につい

て、新たに「国際物流事業」として報告セグメントを設ける方針です。 

 なお、2016 年３月期第１四半期末に係る連結貸借対照表においては、トール社の資産及び負債が反映されておりますが、同四

半期連結累計期間に係る当社の四半期連結損益計算書にはトール社の業績は含まれておりません。トール社の業績は、2016 年３

月期第２四半期連結累計期間以降の当社の四半期連結損益計算書に含まれる予定です。 

3. 「銀行業」及び「生命保険業」の業績予想に関して、日本国債金利及び米国国債金利（「生命保険業」においては日本国債金利

のみ）は 2014 年 12 月末のインプライド・フォワード・レート※に沿って推移することを、その他は 2014 年 12 月末の水準が一定

で推移することを前提としております。この前提に基づき、2016 年３月末時点で想定される経済環境は以下のとおりです。 

     10 年日本国債金利  0.47％      日経平均株価（「生命保険業」のみ） 17,450 円 

10 年米国国債金利            TOPIX    （「銀行業」のみ）     1,407Ｐ 

「銀行業」  2.70％           為替（ドル/円）                   120 円 

        「生命保険業」  2.17％ 

※ 2014 年 12 月末のインプライド・フォワード・レートは、業績予想の前提となる年度経営計画策定時点の 2014 年 12 月末

時点の市場金利（イールドカーブ）から理論的に算出された将来の予想金利です。 

4． 「その他」の区分には、報告セグメントに含まれていない病院事業、宿泊事業等が含まれております。また、当社が計上した関

係会社受取配当金も含まれております。 

5. 2016 年３月期（予想）の「調整額」の「セグメント利益」には、トール社連結に係るのれん償却額 19,000 百万円が含まれてお

ります。 

6.  2016 年３月期（予想）の数値について、端数処理（「郵便・国内物流事業」、「国際物流事業」、「金融窓口事業」のセグメントに

おいては 1,000 百万円未満切捨、それ以外のセグメント等においては 10,000 百万円未満切捨）を行っているため、各項目の合計

額と「合計」の金額は一致しません。 

   2016 年３月期の業績を予想するうえで、セグメント別に勘案した主要な前提条件は以下のとおりであります。 

(1) 郵便・国内物流事業 

   郵便物については、インターネットの普及等による減少傾向は続いているところであり、一時的なマイナンバー関連

の配送等による差出増があるものの、企業差出の各種請求書の Web 化の進展等により、内国郵便物は 177 億 9,100 万通

（前期比２%減）を見込んでおります。 

 また、ゆうパック・ゆうメールについては、特にメール便市場において見られていた DM 市場の冷え込みが一巡する

と見込んでおり、成長著しい通販市場・eコマース市場を中心に積極的な営業活動を展開するとともに、オペレーショ

ン基盤の整備・受取利便性の向上等の取り組みにより、ゆうパック 5億 3,400 万個（前期比 10%増）、ゆうメール 35 億

9,500 万個（前期比７%増）を見込んでいます。 

 こうした取扱物数の増減に合わせて労働力を調整するとともに、集配業務の生産性向上、郵便・物流ネットワークの

再編等の業務改善や次世代郵便情報システムの構築・導入等の取り組みを行う一方、取扱物数増による人件費や集配運

送委託費の増加、人件費単価の上昇等のコスト増加を踏まえ、主な事業主体である日本郵便株式会社（以下「日本郵便」）

において、営業費用 1,870,000 百万円（前期比２％増）（人件費 1,167,000 百万円、経費 703,000 百万円）を見込んで

おります。 

 以上の結果、2016 年３月期においては、経常収益 1,880,000 百万円（前期比 0.5％増）、セグメント利益 5,000 百万

円（前期比 175％増）を見込んでおります。 
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 (2) 国際物流事業（注１）

   トール社については、eコマース顧客の成長、アジア地域のグローバルフォワーディング（荷主と輸送手段を結び付

けて、海外自国間及び三国間輸送を行う等、輸出入貨物の工程管理を行う業務）市場の安定的な成長、豪州・ニュージ

ーランド地域における国内フォワーディングの需要増等を取り込むことによる新規顧客開拓や豪ドル安の影響等を見

込む一方、中国経済の減速や資源価格の下落等による既存顧客からの収益減等の影響を織り込み、営業収益 661,000 百

万円（前期比８％増（試算（注２）））を見込んでおります。 

 これに対して、効率化施策実施による効果を見込む一方で、インフレに伴うコスト増や豪ドル安の影響等を織り込み、

営業費用 629,000 百万円（前期比８％増（試算（注２）））を見込んでおります。 

 以上の結果、経常収益 661,000 百万円、セグメント利益 28,000 百万円を見込んでおります。 

（注）1. トール社について、実際の株式取得日は 2015 年５月 28日ですが、決算上は第 1四半期末日（同年６月 30日）にトール社

の株式を取得したものとみなして同年６月末を基準に連結決算を行う方針です。また、これまで６月決算を行っていたトー

ル社は、2015 年度から３月決算への変更を予定しており、今期の業績予想についても、2015 年７月から 2016 年３月までの

数字を計上しております。なお、2016 年３月期第１四半期末に係る連結貸借対照表においては、トール社の資産及び負債が

反映されております。前提となる為替レートは、1AU$=95 円（2015 年５月末時点）としております。 

2.  トール社は日本郵便による株式取得（子会社化）以前は四半期決算を公表していなかったため、前期比はトール社の 2015

年６月期の連結業績に基づく試算であり、参考値として記載しております。 

 (3) 金融窓口事業 

  銀行窓口業務及び保険窓口業務（注１）を始めとする金融サービスについては、委託元であるゆうちょ銀行及びかんぽ

生命保険と連携した研修を通じて社員の営業力を強化し、近年の傾向を踏まえ、金融預かり資産重視の営業スタイルの

浸透や、お客さまニーズに対応した商品開発・高齢者サービスの充実等による養老・終身保険を中心とした新契約拡大

を通じて、総貯金純増額、生命保険新契約保険料の増加に取り組んでまいります。銀行受託業務の手数料（注２）は、貯

金残高の増加や投信販売額の増加に伴う手数料増等を踏まえ、605,000 百万円（前期比 0.4％増）を、保険受託業務の

手数料（注３）は、新契約保険料の増加に伴う手数料増等を踏まえ、380,000 百万円（前期比５％増）をそれぞれ見込ん

でおります。また、がん保険等の提携金融サービスの取扱局の拡大（がん保険取扱局数 10,022 局（2014 年 10 月１日）

から 20,076 局（2015 年７月１日）に拡大）を図ることによる収益の増加を見込んでおります。 

 更に、物販事業については、他社との提携等により、商品の拡充・開発を行うとともに、営業チャネルの多様化を推

進すること、また不動産事業については、ＪＰタワー、ＪＰタワー名古屋、大宮ＪＰビルディング等の賃貸ビル事業、

住宅事業及び駐車場事業を推進することにより、事業の大半を占める日本郵便の三事業受託業務（郵便・国内物流事業

に係る窓口業務・銀行受託業務・保険受託業務）以外の営業収益は 58,000 百万円（前期比 34％増）を見込んでおりま

す。 

 一方、日本郵便の金融窓口事業における営業費用は、サービス提供環境の整備のため、老朽化した郵便局舎等の建物、

設備の改修による増や業務用機器類の更改等実施に伴う減価償却費の増加等により、1,210,000 百万円（前期比４％増）

（人件費 920,000 百万円、経費 290,000 百万円）を見込んでおります。 

 以上の結果、経常収益 1,331,000 百万円（前期比２％増）、セグメント利益 14,000 百万円（前期比 39％減）を見込

んでおります。 

（注）1.  銀行窓口業務とは、日本郵便が、ゆうちょ銀行を関連銀行として、通常貯金、定額貯金、定期貯金の受入れ及び普通為替、

定額小為替、通常払込み、電信振替の取引を行う業務であり、また、保険窓口業務とは、日本郵便が、かんぽ生命保険を関

連保険会社として、普通終身保険、特別終身保険、普通養老保険及び特別養老保険の募集並びにこれらの保険契約に係る満

期保険金及び生存保険金の支払の請求の受理を行う業務であります。 

2.  銀行受託業務の手数料は、ゆうちょ銀行の直営店での業務コストをベースに、日本郵便での取扱実績に基づいて算出され

る委託業務コスト見合いの手数料に、営業・事務品質の成果に見合った「営業・事務報奨」手数料を加算して算定されます。 

3.  保険受託業務の手数料は、主に募集手数料と維持・集金手数料からなり、募集手数料については、代理店方式を採用して

いる民間生保に準拠した分割払を採用し、維持・集金手数料については、実地調査に基づく所要時間やこれに係る人件費等

をもとに単価を設定しております。

 (4) 銀行業（注１）

   資金収支等（注２）については、歴史的な低金利環境の継続が見込まれる中、過去に投資した高利回りの資産が償還さ

れ、低利回りの資産に順次置き換わっていく影響から、ベース・ポートフォリオの資金収支等は 896,000 百万円（前期

比 20％減）を見込んでおります。一方、ベース・ポートフォリオの収益の減少をカバーするため、適切なリスク管理の

下、外国証券を中心にサテライト・ポートフォリオの残高を、中期経営計画の残高（2018 年３月末に 60 兆円）に向け

て、市場動向等を踏まえつつ拡大を図り、サテライト・ポートフォリオの資金収支等は 548,000 百万円（前期比 17％増）

を見込んでおります。この結果、資金収支等全体では 1,444,000 百万円（前期比９％減）を見込んでおります。 
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   また、役務取引等収支（注３）については、コンサルティング営業人材の育成・増員等を進め、投資信託の販売額は 420,000

百万円（前期比 11％増）を見込んでおります。この他、ＡＴＭの利便性向上・利用促進等を図ることにより、役務取引

等収支は 92,000 百万円（前期比３％増）を見込んでおります。 

 加えて、預金保険料率の引き下げ（0.07％→0.042％）に伴う預金保険料等の減少（前期比△48,000 百万円）等によ

り、営業経費は 1,075,000 百万円（前期比３％減）を見込んでおります。 

 以上の結果、セグメント利益 460,000 百万円（前期比 19％減）を見込んでおります。 

（注）1. 銀行業の収益は管理会計上、主に資金収支等、役務取引等収支の２つから構成されており、これらの収益から、営業経費

を控除したものがセグメント利益となります。 

2. 資金収支等とは、有価証券投資を中心とした資金運用で得られる収益から、貯金利息を中心とした資金調達費用を控除し

たものです。損益計算書の科目上では、「資金運用収益－資金調達費用＋その他業務収益－その他業務費用＋金銭の信託運用

益－金銭の信託運用損」で算出されます。 

 また、ＡＬＭ（資産・負債総合管理）の枠組みとして、運用資産については、べース・ポートフォリオとサテライト・ポ

ートフォリオの２つに区分して管理しております。ベース・ポートフォリオとは金利・流動性リスクをマネージしつつ、国

債運用等で安定的収益確保を図るポートフォリオです。一方、サテライト・ポートフォリオとは、主に信用・市場リスクテ

イクによる収益確保を目的としたポートフォリオで、具体的には社債・外国証券・株式（金銭の信託）等への投資が該当し

ます。 

3. 役務取引等収支とは、送金・決済サービスの提供や投資信託の販売等から得られる手数料収益のことです。損益計算書の

科目上では、「役務取引等収益－役務取引等費用」で算出されます。 

 (5) 生命保険業 

新契約については、学資保険による若年層の開拓、引受範囲拡大等による既存顧客層の深掘り、加入年齢範囲拡大に

よる高齢者層の開拓等に努めてきた結果、2007 年 10 月の郵政民営化以降、拡大しており、2015 年度においても、販売

チャネルの営業力強化やお客さまニーズに対応した商品開発・高齢者サービスの充実等により、養老・終身保険を中心

に新契約月額保険料の増加（49,000 百万円（前期比５％増））を見込んでおります。一方、保険契約が満期を迎えるこ

と等から保有契約件数（独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構から受再している簡易保険契約とかんぽ生命保

険が引き受けた保険契約の合計）が減少（3,200 万件（前期比４％減)）すること等により、保険料等収入は 5,430,000

百万円（前期比９％減）を見込んでおります。 

 資産運用収益は、低金利環境が長期化する中、保有契約の減少に伴う総資産の減少等から、1,320,000 百万円（前期

比 10％減）を、また、その他経常収益は、保有契約の減少等を受けて、責任準備金戻入額が増加すること等により、

2,800,000 百万円（前期比２％増）を見込んでおります。 

 一方、保険金等支払金は、満期を迎える契約の減少等により、8,550,000 百万円（前期比６％減）を見込んでおりま

す。また、事業費は、新契約の獲得に伴って生じる日本郵便に対する募集手数料等の費用が増加すること等から、540,000

百万円（前期比５％増）を見込んでおります。この他、保有する資産の減価償却費等を勘案し、経常費用 9,200,000 百

万円（前期比５％減）を見込んでおります。 

 以上の結果、経常収益 9,550,000 百万円（前期比６％減）、セグメント利益 350,000 百万円（前期比 29％減）を見

込んでおります。 

(6) その他 

  病院事業については、地域医療との連携や救急医療の強化等による増収対策や、委託契約見直しによる経費削減等、

個々の病院の状況を踏まえた経営改善の取組みを推進しておりますが、依然として、厳しい状況が続くと見込まれ、営

業収益 22,000 百万円（前期比９％減）を見込んでおります。 

 また、宿泊事業については、営業推進態勢の強化、リニューアル工事による施設の魅力度向上、宿泊施設の配置見直

しによる一部不採算施設の休廃止等の取り組みを踏まえ、各施設の宿泊単価・人数を想定し、営業収益 29,000 百万円

（前期比４％減）を見込んでおります。 

 この他、子会社からの関係会社受取配当金 209,245 百万円（前期比 75％増）等により、経常収益 370,000 百万円（前

期比 23％増）、「その他」の区分の利益 220,000 百万円（前期比 46％増）を見込んでおります。 

 以上の結果、2016 年３月期の連結業績予想は、経常収益 14,210,000 百万円、経常利益 860,000 百万円を見込んでおり

ます。また、老朽化対策工事に係る損失（56,000百万円）等による特別損失96,000百万円、契約者配当準備金繰入額190,000

百万円、非支配株主に帰属する当期純利益 10,000 百万円を見込み、親会社株主に帰属する当期純利益は 370,000 百万円

を見込んでおります。 
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本資料に記載されている業績予想等将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、当社としてその達成を約束するものではありません。実際の業績等は、金利の変動、株価の低

下、為替相場の変動、保有資産の価値変動、経済・金融環境の変動、競争条件の変化、大規模災害等の発生、法規制の変

更等様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

ご注意事項： 

本記者発表文は、米国における証券の募集又は販売を構成するものではありません。当社普通株式は 1933 年米国証券法に従って登

録がなされたものでも、また今後登録がなされるものでもなく、1933 年米国証券法に基づいて証券の登録を行う又は登録の免除を受

ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことはできません。米国における証券の公募が行われる場合には、1933 年

米国証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いられます。その場合には、英文目論見書は当社又は売出人より入手することがで

きます。同文書には当社及びその経営陣に関する詳細な情報並びに当社の財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国におけ

る証券の公募を行うことを予定しておりません。 
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（百万円未満切捨て）

１．平成 28 年３月期第１四半期の連結業績（平成 27 年４月１日 ～ 平成 27 年６月 30 日） 

(1) 連結経営成績（累計）                          （％表示は、対前年同四半期増減率）

 経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属する

四半期純利益 
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28 年３月期第１四半期 3,446,514 － 242,704 － 142,639 － 

27 年３月期第１四半期 － － － － － － 

(注) 包括利益 28 年３月期第１四半期 148,044 百万円（－％） 27年３月期第１四半期 －百万円（－％） 

１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 

四半期純利益
円 銭 円 銭

28 年３月期第１四半期 31.70 － 

27 年３月期第１四半期 － － 

当社は、平成 27 年８月１日付で普通株式１株につき 30 株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当該株式分割が
行われたと仮定し、「１株当たり四半期純利益」を算定しております。 

(2) 連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 

百万円 百万円 ％

28 年３月期第１四半期 297,391,401 15,401,998 5.2 

27 年３月期 295,849,794 15,301,561 5.2 

(参考) 自己資本  28 年３月期第１四半期 15,396,841 百万円    27 年３月期 15,298,833 百万円 

２．配当の状況 

年間配当金 
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

27 年３月期 － 0.00 － 334.00 334.00 

28 年３月期 － 

28 年３月期（予想）  0.00 － 23.00 23.00 

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無 
当社は、平成 27 年８月１日付で普通株式１株につき 30株の割合で株式分割を行っております。 

３．平成 28 年３月期の連結業績予想（平成 27年４月１日 ～ 平成 28 年３月 31 日） 
（％表示は、対前期増減率）

 経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属する

当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 14,210,000 △0.3 860,000 △22.9 370,000 △23.3 85.20 

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無 

当社は、平成 27 年８月１日付で普通株式１株につき 30株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当該株式分割が
行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。 



※ 注記事項
(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更    ：有 
② ①以外の会計方針の変更           ：無 
③ 会計上の見積りの変更            ：無 
④ 修正再表示                 ：無 

（注）詳細は、（添付資料）３ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項」を参照してください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年３月期１Ｑ 4,500,000,000株 27 年３月期 4,500,000,000 株

② 期末自己株式数 28 年３月期１Ｑ - 株 27 年３月期 - 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 28 年３月期１Ｑ 4,500,000,000株 27 年３月期１Ｑ 4,500,000,000株

（注）平成 27年８月１日付で普通株式１株につき 30 株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割

が行われたと仮定して、発行済株式数（普通株式）を算定しております。 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続きの対象外でありま

すが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手

続きが終了しております。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績予想等将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその達成を約束するものではありません。実際の業

績等は、金利の変動、株価の変動、為替相場の変動、保有資産の価値変動、経済・金融環境の変動、競争

条件の変化、大規模災害等の発生、法規制の変更等様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

２．当社は、自己株式の取得について、平成 27 年 10 月 19 日開催の取締役会において、取得株式の総数

2,250,000,000 株及び取得価額の総額 730,964,638,025 円をそれぞれ上限とし、平成 27 年 11 月５日から平

成 28 年３月 31 日までの間に、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）の方法により買付

けの委託を行うことを決議しております。「３．平成 28 年３月期の連結業績予想（平成 27 年４月１日 ～ 平

成 28 年３月 31 日）」において基準となる株式数の計算にあたっては、上記自己株式取得により取得する自

己株式数（金融２社（株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険）株式売出しによる金融２社の

普通株式の売却手取金合計 730,964,638,025 円並びに当社株式の売出しに係る売出価格等を踏まえて仮定

しております。）を考慮しておりますが、実際に取得する自己株式数は変動する可能性があります。なお当

該自己株式の取得については、「東京証券取引所市場第一部への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ」【連

結】(注)５を参照してください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間のわが国の経済情勢を顧みますと、雇用・所得環境の着実な改善を背景に個

人消費が底堅く推移しており、企業収益が改善するなかで、設備投資も増加基調にあるなど、緩やかな回

復基調が続いております。 

また、世界経済は一部に弱さがみられたものの、先進国を中心に緩やかな回復が続いております。 

金融資本市場では、わが国の10年国債利回りは、海外長期金利の上昇などを背景に平成27年６月中旬に

は0.5％台半ばまで上昇したものの、その後は低下し、同月下旬では0.4％台を中心に推移しました。 

日経平均株価は、国内景気や企業業績の改善期待から上昇基調が継続し、平成27年４月には15年ぶりの

20,000円台に到達しました。その後も円安ドル高方向の動きなどを受けて連続して上昇し、６月下旬には

21,000円近くまで上昇したものの、海外株価の下落を受けて反落したことから、６月末には20,000円台前

半を中心に推移しました。 

このような事業環境にあって、当第１四半期連結累計期間の経常収益は、生命保険業セグメントが保険

料等収入、責任準備金戻入額などを中心に2,473,125百万円、銀行業セグメントが有価証券利息配当金など

を中心に482,747百万円、郵便・物流事業セグメントが454,029百万円、金融窓口事業セグメントが333,974

百万円となったことなどにより、合計では3,446,514百万円となりました。一方、経常費用は、生命保険業

セグメントが保険金等支払金などを中心に2,365,713百万円、銀行業セグメントが368,819百万円、郵便・

物流事業セグメントが453,286百万円、金融窓口事業セグメントが317,167百万円となったことなどにより、

合計では3,203,810百万円となりました。 

以上の結果、経常利益は、242,704百万円、経常利益に、固定資産売却等による特別利益、保険業法の価

格変動準備金繰入等による特別損失、契約者配当準備金繰入額等を加減した親会社株主に帰属する四半期

純利益は、142,639百万円となっております。 

(2) 財政状態に関する説明 

① 資産の部 

資産の部合計は、前連結会計年度末比1,541,607百万円増の297,391,401百万円となりました。 

主な要因は、現金預け金1,103,791百万円の増、のれん535,447百万円の増、銀行業及び生命保険業にお

ける金銭の信託312,125百万円の増の一方、銀行業及び生命保険業等における有価証券623,174百万円の減

によるものです。 

② 負債の部 

負債の部合計は、前連結会計年度末比1,441,169百万円増の281,989,402百万円となりました。 

主な要因は、銀行業における貯金1,370,720百万円の増並びに銀行業及び生命保険業における債券貸借

取引受入担保金1,348,486百万円の増の一方、生命保険業における責任準備金752,841百万円の減によるも

のです。 

③ 純資産の部 

純資産の部合計は、前連結会計年度末比100,437百万円増の15,401,998百万円となりました。 

主な要因は、利益剰余金92,662百万円の増によるものです。 
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(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

【2016 年３月期業績予想】

                                      （単位：百万円） 

  決算期 

項目 

2016 年３月期（予想） 2015 年３月期（実績） 

経常収益 セグメント利益 経常収益 セグメント利益 

郵便・国内物流事業 1,880,000 5,000 1,871,304 1,820

国際物流事業 661,000 28,000 - -

金融窓口事業 1,331,000 14,000 1,302,086 22,832

銀行業 1,920,000 460,000 2,078,298 569,609

生命保険業 9,550,000 350,000 10,169,241 492,625

その他 370,000 220,000 300,376 150,221

調整額 △ 1,520,000 △ 220,000 △1,462,465 △121,286

合計 14,210,000 860,000 14,258,842 1,115,823

 （注）1. 「セグメント利益」とは、各報告セグメントにおける経常利益です。 

2.  2016 年３月期第２四半期決算より、同第１四半期決算まで「郵便・物流事業」としていた報告セグメントについて、その範囲

を維持したまま名称のみを「郵便・国内物流事業」と改め、また、Toll Holdings Limited（以下「トール社」）に係る事業につい

て、新たに「国際物流事業」として報告セグメントを設ける方針です。 

 なお、2016 年３月期第１四半期末に係る連結貸借対照表においては、トール社の資産及び負債が反映されておりますが、同四

半期連結累計期間に係る当社の四半期連結損益計算書にはトール社の業績は含まれておりません。トール社の業績は、2016 年３

月期第２四半期連結累計期間以降の当社の四半期連結損益計算書に含まれる予定です。 

3. 「銀行業」及び「生命保険業」の業績予想に関して、日本国債金利及び米国国債金利（「生命保険業」においては日本国債金利

のみ）は 2014 年 12 月末のインプライド・フォワード・レート※に沿って推移することを、その他は 2014 年 12 月末の水準が一定

で推移することを前提としております。この前提に基づき、2016 年３月末時点で想定される経済環境は以下のとおりです。 

     10 年日本国債金利  0.47％      日経平均株価（「生命保険業」のみ） 17,450 円 

10 年米国国債金利            TOPIX    （「銀行業」のみ）     1,407Ｐ 

「銀行業」  2.70％           為替（ドル/円）                   120 円 

        「生命保険業」  2.17％ 

※ 2014 年 12 月末のインプライド・フォワード・レートは、業績予想の前提となる年度経営計画策定時点の 2014 年 12 月末

時点の市場金利（イールドカーブ）から理論的に算出された将来の予想金利です。 

4． 「その他」の区分には、報告セグメントに含まれていない病院事業、宿泊事業等が含まれております。また、当社が計上した関

係会社受取配当金も含まれております。 

5. 2016 年３月期（予想）の「調整額」の「セグメント利益」には、トール社連結に係るのれん償却額 19,000 百万円が含まれてお

ります。 

6.  2016 年３月期（予想）の数値について、端数処理（「郵便・国内物流事業」、「国際物流事業」、「金融窓口事業」のセグメントに

おいては 1,000 百万円未満切捨、それ以外のセグメント等においては 10,000 百万円未満切捨）を行っているため、各項目の合計

額と「合計」の金額は一致しません。 

   2016 年３月期の業績を予想するうえで、セグメント別に勘案した主要な前提条件は以下のとおりであります。 

① 郵便・国内物流事業 

   郵便物については、インターネットの普及等による減少傾向は続いているところであり、一時的なマイナンバー関連

の配送等による差出増があるものの、企業差出の各種請求書の Web 化の進展等により、内国郵便物は 177 億 9,100 万通

（前期比２%減）を見込んでおります。 

 また、ゆうパック・ゆうメールについては、特にメール便市場において見られていた DM 市場の冷え込みが一巡する

と見込んでおり、成長著しい通販市場・eコマース市場を中心に積極的な営業活動を展開するとともに、オペレーショ

ン基盤の整備・受取利便性の向上等の取り組みにより、ゆうパック 5億 3,400 万個（前期比 10%増）、ゆうメール 35 億

9,500 万個（前期比７%増）を見込んでいます。 

 こうした取扱物数の増減に合わせて労働力を調整するとともに、集配業務の生産性向上、郵便・物流ネットワークの

再編等の業務改善や次世代郵便情報システムの構築・導入等の取り組みを行う一方、取扱物数増による人件費や集配運

送委託費の増加、人件費単価の上昇等のコスト増加を踏まえ、主な事業主体である日本郵便株式会社（以下「日本郵便」）

において、営業費用 1,870,000 百万円（前期比２％増）（人件費 1,167,000 百万円、経費 703,000 百万円）を見込んで

おります。 

 以上の結果、2016 年３月期においては、経常収益 1,880,000 百万円（前期比 0.5％増）、セグメント利益 5,000 百万

円（前期比 175％増）を見込んでおります。 
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 ② 国際物流事業（注１）

   トール社については、eコマース顧客の成長、アジア地域のグローバルフォワーディング（荷主と輸送手段を結び付

けて、海外自国間及び三国間輸送を行う等、輸出入貨物の工程管理を行う業務）市場の安定的な成長、豪州・ニュージ

ーランド地域における国内フォワーディングの需要増等を取り込むことによる新規顧客開拓や豪ドル安の影響等を見

込む一方、中国経済の減速や資源価格の下落等による既存顧客からの収益減等の影響を織り込み、営業収益 661,000 百

万円（前期比８％増（試算（注２）））を見込んでおります。 

 これに対して、効率化施策実施による効果を見込む一方で、インフレに伴うコスト増や豪ドル安の影響等を織り込み、

営業費用 629,000 百万円（前期比８％増（試算（注２）））を見込んでおります。 

 以上の結果、経常収益 661,000 百万円、セグメント利益 28,000 百万円を見込んでおります。 

（注）1. トール社について、実際の株式取得日は 2015 年５月 28日ですが、決算上は第 1四半期末日（同年６月 30日）にトール社

の株式を取得したものとみなして同年６月末を基準に連結決算を行う方針です。また、これまで６月決算を行っていたトー

ル社は、2015 年度から３月決算への変更を予定しており、今期の業績予想についても、2015 年７月から 2016 年３月までの

数字を計上しております。なお、2016 年３月期第１四半期末に係る連結貸借対照表においては、トール社の資産及び負債が

反映されております。前提となる為替レートは、1AU$=95 円（2015 年５月末時点）としております。 

2.  トール社は日本郵便による株式取得（子会社化）以前は四半期決算を公表していなかったため、前期比はトール社の 2015

年６月期の連結業績に基づく試算であり、参考値として記載しております。 

 ③ 金融窓口事業 

  銀行窓口業務及び保険窓口業務（注１）を始めとする金融サービスについては、委託元であるゆうちょ銀行及びかんぽ

生命保険と連携した研修を通じて社員の営業力を強化し、近年の傾向を踏まえ、金融預かり資産重視の営業スタイルの

浸透や、お客さまニーズに対応した商品開発・高齢者サービスの充実等による養老・終身保険を中心とした新契約拡大

を通じて、総貯金純増額、生命保険新契約保険料の増加に取り組んでまいります。銀行受託業務の手数料（注２）は、貯

金残高の増加や投信販売額の増加に伴う手数料増等を踏まえ、605,000 百万円（前期比 0.4％増）を、保険受託業務の

手数料（注３）は、新契約保険料の増加に伴う手数料増等を踏まえ、380,000 百万円（前期比５％増）をそれぞれ見込ん

でおります。また、がん保険等の提携金融サービスの取扱局の拡大（がん保険取扱局数 10,022 局（2014 年 10 月１日）

から 20,076 局（2015 年７月１日）に拡大）を図ることによる収益の増加を見込んでおります。 

 更に、物販事業については、他社との提携等により、商品の拡充・開発を行うとともに、営業チャネルの多様化を推

進すること、また不動産事業については、ＪＰタワー、ＪＰタワー名古屋、大宮ＪＰビルディング等の賃貸ビル事業、

住宅事業及び駐車場事業を推進することにより、事業の大半を占める日本郵便の三事業受託業務（郵便・国内物流事業

に係る窓口業務・銀行受託業務・保険受託業務）以外の営業収益は 58,000 百万円（前期比 34％増）を見込んでおりま

す。 

 一方、日本郵便の金融窓口事業における営業費用は、サービス提供環境の整備のため、老朽化した郵便局舎等の建物、

設備の改修による増や業務用機器類の更改等実施に伴う減価償却費の増加等により、1,210,000 百万円（前期比４％増）

（人件費 920,000 百万円、経費 290,000 百万円）を見込んでおります。 

 以上の結果、経常収益 1,331,000 百万円（前期比２％増）、セグメント利益 14,000 百万円（前期比 39％減）を見込

んでおります。 

（注）1.  銀行窓口業務とは、日本郵便が、ゆうちょ銀行を関連銀行として、通常貯金、定額貯金、定期貯金の受入れ及び普通為替、

定額小為替、通常払込み、電信振替の取引を行う業務であり、また、保険窓口業務とは、日本郵便が、かんぽ生命保険を関

連保険会社として、普通終身保険、特別終身保険、普通養老保険及び特別養老保険の募集並びにこれらの保険契約に係る満

期保険金及び生存保険金の支払の請求の受理を行う業務であります。 

2.  銀行受託業務の手数料は、ゆうちょ銀行の直営店での業務コストをベースに、日本郵便での取扱実績に基づいて算出され

る委託業務コスト見合いの手数料に、営業・事務品質の成果に見合った「営業・事務報奨」手数料を加算して算定されます。 

3.  保険受託業務の手数料は、主に募集手数料と維持・集金手数料からなり、募集手数料については、代理店方式を採用して

いる民間生保に準拠した分割払を採用し、維持・集金手数料については、実地調査に基づく所要時間やこれに係る人件費等

をもとに単価を設定しております。

 ④ 銀行業（注１）

   資金収支等（注２）については、歴史的な低金利環境の継続が見込まれる中、過去に投資した高利回りの資産が償還さ

れ、低利回りの資産に順次置き換わっていく影響から、ベース・ポートフォリオの資金収支等は 896,000 百万円（前期

比 20％減）を見込んでおります。一方、ベース・ポートフォリオの収益の減少をカバーするため、適切なリスク管理の

下、外国証券を中心にサテライト・ポートフォリオの残高を、中期経営計画の残高（2018 年３月末に 60 兆円）に向け

て、市場動向等を踏まえつつ拡大を図り、サテライト・ポートフォリオの資金収支等は 548,000 百万円（前期比 17％増）

を見込んでおります。この結果、資金収支等全体では 1,444,000 百万円（前期比９％減）を見込んでおります。 
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また、役務取引等収支（注３）については、コンサルティング営業人材の育成・増員等を進め、投資信託の販売額は420,000

百万円（前期比 11％増）を見込んでおります。この他、ＡＴＭの利便性向上・利用促進等を図ることにより、役務取

引等収支は 92,000 百万円（前期比３％増）を見込んでおります。 

 加えて、預金保険料率の引き下げ（0.07％→0.042％）に伴う預金保険料等の減少（前期比△48,000 百万円）等によ

り、営業経費は 1,075,000 百万円（前期比３％減）を見込んでおります。 

 以上の結果、セグメント利益 460,000 百万円（前期比 19％減）を見込んでおります。 

（注）1. 銀行業の収益は管理会計上、主に資金収支等、役務取引等収支の２つから構成されており、これらの収益から、営業経費

を控除したものがセグメント利益となります。 

2. 資金収支等とは、有価証券投資を中心とした資金運用で得られる収益から、貯金利息を中心とした資金調達費用を控除し

たものです。損益計算書の科目上では、「資金運用収益－資金調達費用＋その他業務収益－その他業務費用＋金銭の信託運用

益－金銭の信託運用損」で算出されます。 

 また、ＡＬＭ（資産・負債総合管理）の枠組みとして、運用資産については、べース・ポートフォリオとサテライト・ポ

ートフォリオの２つに区分して管理しております。ベース・ポートフォリオとは金利・流動性リスクをマネージしつつ、国

債運用等で安定的収益確保を図るポートフォリオです。一方、サテライト・ポートフォリオとは、主に信用・市場リスクテ

イクによる収益確保を目的としたポートフォリオで、具体的には社債・外国証券・株式（金銭の信託）等への投資が該当し

ます。 

3. 役務取引等収支とは、送金・決済サービスの提供や投資信託の販売等から得られる手数料収益のことです。損益計算書の

科目上では、「役務取引等収益－役務取引等費用」で算出されます。 

⑤ 生命保険業 

新契約については、学資保険による若年層の開拓、引受範囲拡大等による既存顧客層の深掘り、加入年齢範囲拡大に

よる高齢者層の開拓等に努めてきた結果、2007 年 10 月の郵政民営化以降、拡大しており、2015 年度においても、販売

チャネルの営業力強化やお客さまニーズに対応した商品開発・高齢者サービスの充実等により、養老・終身保険を中心

に新契約月額保険料の増加（49,000 百万円（前期比５％増））を見込んでおります。一方、保険契約が満期を迎えるこ

と等から保有契約件数（独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構から受再している簡易保険契約とかんぽ生命保

険が引き受けた保険契約の合計）が減少（3,200 万件（前期比４％減)）すること等により、保険料等収入は 5,430,000

百万円（前期比９％減）を見込んでおります。 

 資産運用収益は、低金利環境が長期化する中、保有契約の減少に伴う総資産の減少等から、1,320,000 百万円（前期

比 10％減）を、また、その他経常収益は、保有契約の減少等を受けて、責任準備金戻入額が増加すること等により、

2,800,000 百万円（前期比２％増）を見込んでおります。 

 一方、保険金等支払金は、満期を迎える契約の減少等により、8,550,000 百万円（前期比６％減）を見込んでおりま

す。また、事業費は、新契約の獲得に伴って生じる日本郵便に対する募集手数料等の費用が増加すること等から、540,000

百万円（前期比５％増）を見込んでおります。この他、保有する資産の減価償却費等を勘案し、経常費用 9,200,000 百

万円（前期比５％減）を見込んでおります。 

 以上の結果、経常収益 9,550,000 百万円（前期比６％減）、セグメント利益 350,000 百万円（前期比 29％減）を見

込んでおります。 

⑥ その他 

  病院事業については、地域医療との連携や救急医療の強化等による増収対策や、委託契約見直しによる経費削減等、

個々の病院の状況を踏まえた経営改善の取組みを推進しておりますが、依然として、厳しい状況が続くと見込まれ、営

業収益 22,000 百万円（前期比９％減）を見込んでおります。 

 また、宿泊事業については、営業推進態勢の強化、リニューアル工事による施設の魅力度向上、宿泊施設の配置見直

しによる一部不採算施設の休廃止等の取り組みを踏まえ、各施設の宿泊単価・人数を想定し、営業収益 29,000 百万円

（前期比４％減）を見込んでおります。 

 この他、子会社からの関係会社受取配当金 209,245 百万円（前期比 75％増）等により、経常収益 370,000 百万円（前

期比 23％増）、「その他」の区分の利益 220,000 百万円（前期比 46％増）を見込んでおります。 

 以上の結果、2016 年３月期の連結業績予想は、経常収益 14,210,000 百万円、経常利益 860,000 百万円を見込んでおり

ます。また、老朽化対策工事に係る損失（56,000百万円）等による特別損失96,000百万円、契約者配当準備金繰入額190,000

百万円、非支配株主に帰属する当期純利益 10,000 百万円を見込み、親会社株主に帰属する当期純利益は 370,000 百万円

を見込んでおります。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計基準等の改正に伴う会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25年９月 13 日。以下「企業結合会計基準」

という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月 13 日。以下「連結会

計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 25 年９月 13 日。以下

「事業分離等会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合

の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生し

た連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以

後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日

の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純

利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変

更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－２項(4)、連結会計基準第 44－５項(4)

及び事業分離等会計基準第 57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間

の期首時点から将来にわたって適用しております。 

これによる、当第１四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微であり

ます。 
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３．四半期連結財務諸表

(1)四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成27年６月30日） 

資産の部 

現金預け金 36,406,491 37,510,283

コールローン 2,406,954 2,375,593

債券貸借取引支払保証金 11,094,941 11,118,964

買入金銭債権 571,100 388,990

商品有価証券 104 156

金銭の信託 4,926,581 5,238,706

有価証券 222,593,945 221,970,771

貸出金     12,761,331    12,665,710

外国為替 49,332 14,348

その他資産 1,296,577 1,538,484

有形固定資産 2,790,296 3,023,658

無形固定資産 303,854 856,100

退職給付に係る資産 10,653 10,625

繰延税金資産 547,743 591,308

支払承諾見返 95,000 95,000

貸倒引当金 △ 5,113 △ 7,299

資産の部合計 295,849,794 297,391,401
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（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成27年６月30日） 

負債の部 

貯金    175,697,196    177,067,917

コールマネー － 51,729

保険契約準備金 77,905,677 77,102,239

支払備金 718,156 694,997

責任準備金 75,112,601 74,359,760

契約者配当準備金      2,074,919      2,047,482

債券貸借取引受入担保金 17,228,691 18,577,177

外国為替 266 336

その他負債 5,091,074 4,594,603

賞与引当金 93,528 34,879

退職給付に係る負債 2,269,094 2,284,416

特別法上の準備金 712,167 731,380

価格変動準備金 712,167 731,380

繰延税金負債 1,455,537 1,449,722

支払承諾 95,000 95,000

負債の部合計 280,548,232 281,989,402

純資産の部 

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 4,503,856 4,503,856

利益剰余金 3,149,937 3,242,599

株主資本合計 11,153,793 11,246,455

その他有価証券評価差額金 4,389,261 4,432,767

繰延ヘッジ損益 △ 666,430 △ 695,158

為替換算調整勘定 160 1,522

退職給付に係る調整累計額 422,048 411,253

その他の包括利益累計額合計 4,145,039 4,150,385

非支配株主持分 2,728 5,157

純資産の部合計 15,301,561 15,401,998

負債及び純資産の部合計 295,849,794 297,391,401
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(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第１四半期連結累計期間 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日） 

経常収益 3,446,514

郵便事業収益 433,554

銀行事業収益 482,368

生命保険事業収益 2,473,101

その他経常収益 57,489

経常費用 3,203,810

業務費 2,582,434

人件費 573,393

減価償却費 46,436

その他経常費用 1,545

経常利益 242,704

特別利益 4,169

固定資産処分益 525

負ののれん発生益 849

移転補償金 458

受取補償金 20

事業譲渡益 2,315

特別損失 26,161

固定資産処分損 1,367

減損損失 60

特別法上の準備金繰入額 19,212

価格変動準備金繰入額 19,212

老朽化対策工事に係る損失 5,520

契約者配当準備金繰入額 56,371

税金等調整前四半期純利益 164,341

法人税、住民税及び事業税 53,223

法人税等調整額 △ 31,584

法人税等合計 21,638

四半期純利益 142,702

非支配株主に帰属する四半期純利益 63

親会社株主に帰属する四半期純利益 142,639
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四半期連結包括利益計算書 

第１四半期連結累計期間 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日） 

四半期純利益 142,702

その他の包括利益 5,342

その他有価証券評価差額金 43,503

繰延ヘッジ損益 △ 28,728

為替換算調整勘定 1,362

退職給付に係る調整額 △ 10,794

持分法適用会社に対する持分相当額 △ 1

四半期包括利益 148,044

（内訳） 

親会社株主に係る四半期包括利益 147,985

非支配株主に係る四半期包括利益 59
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(3) 四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

（重要な後発事象） 

（株式分割） 

① 分割の目的 

 当社は、株式流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として、平成27年８月１日を効力発生

日とする株式分割を行っております。 

② 分割の方法 

平成 27 年７月 31 日を基準日として、同日最終の株主名簿上の株主の所有する普通株式を、１株につ

き 30 株の割合をもって分割いたしました。 

③  分割により増加する株式数 

普通株式   4,350,000,000 株 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間（自 平成 27年４月１日 至 平成 27 年６月 30 日） 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 報告セグメント 

その他 合計 郵便・ 

物流事業

金融窓口
事業 

銀行業 生命保険業 計 

経常収益 

外部顧客に対する経

常収益 
440,367 35,571 482,368 2,473,101 3,431,409 15,105 3,446,514

セグメント間の内部

経常収益 
13,662 298,402 378 24 312,468 230,278 542,746

計 454,029 333,974 482,747 2,473,125 3,743,877 245,383 3,989,261

セグメント利益 743 16,807 113,928 107,412 238,890 214,536 453,427

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

２．「その他」の区分には、報告セグメントに含まれていない宿泊事業、病院事業等が含まれております。

また、「その他」の区分のセグメント利益には当社が計上した関係会社受取配当金（209,245百万円）

が含まれております。 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 238,890

「その他」の区分の利益 214,536

セグメント間取引消去 △ 210,722

四半期連結損益計算書の経常利益 242,704

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動） 

当第１四半期連結累計期間において Toll Holdings Limited の株式を取得し、同社及び傘下の子会社を連

結の範囲に含めております。これに伴うのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間において 532,102 百

万円であります。なお、のれんの金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額

であります。 


